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1．研究背景
　中国は2009年現在総人口が13億3．474万人、高齢
化率は8．5％で、65歳以上の高齢者数は1億1309万
人にのぼっている。より多くの人に支援が行き届
くように中国民政部は2006年に「“全国養老服務社
会化モデル単位”創建活動を展開する民政部の通
知」で社会福祉の「補欠型」から「適度普恵型」
への転換を提言した，つまり、社会福祉の対象を
特定の一部分の人々から、福祉ニーズを抱えてい
るすべての人に拡大するものである。「補欠型」の
「補欠」は足りない部分を補うという意味で、国民
の生活は自助努力を基本にし、国は生活困窮者の
み救済を行うというモデルである。一方で「普恵型」
はすべての国民に対し、普遍的に福祉サービスを
提供し、誰でも福祉サービスの恩恵を享受できる
モデルである。その中間段階として提起されたの
が「適度普恵型」である，
　施策の方向性だけをみると国の実情に鑑みた明
確な方針ともとらえられるが、「適度普恵型」の
対象をどう限定し、どういう優先順位で必要な対
象者に必要なサービスを提供していくか等課題が
残っている，当然ながら支援が必要な対象者、あ
るいは「要支援状態」を見極めるためには、高齢
者が直面している生活問題を把握し、向き合う必
要がある，古川が「社会福祉の対象である要生
活支援状態を、社会福祉の関係者たちが、そして
彼らを含む社会全体が、いかなる性格のものとし
て認識するかということ、そのことが社会福祉援
助の展開過程を根源的に限定してきた」（古川
2005：109）と指摘したように、「要生活支援状態」を
どうとらえ、それに基づいてどう支援の対象者を
規定していくかは生活支援のfi：組みに大きな影響
を与えることになる。
　中国は日本等東アジア諸国と同じく少子高齢化
という共通の課題を抱えており、これらの問題へ
の対応についても様々な側面で共通点を持ってい
る。しかし中国が他の東アジア諸国と違っている
のは社会主義計画経済を経ている点である。社会
主義計画経済の、ある意味「負の清算」と新たな
福祉ニーズの受け皿として社区が注目され、国は
施策上社区サービスを積極的に推進してきた。高
齢者福祉においては在宅重視型の福祉システムを
構築しようとしており、社区サービスは基本的な
サービス形態であり、社会福祉機構（施設）は補充的
な位置づけで後方支援的なものである。また、高
齢者の老後生活に対して家族扶養を原則としなが
ら、家族では対応できない部分を社区サービスで
対応し、なお不足する部分はできるだけ社会全体
で担うグランドデザインを描いている。その中で
住民に客体的な役割ではなく、高齢社会を支える
主体的な役割を持たせようとしている．
　中国においては高齢者福祉がこれからどのよう
な方向に展開していくのか、その転換点に直面し
ていると考える。「住民協働の福祉」というグラン
ドデザインは人口規模、財政状況等を考慮した場
合、理想的なものであると考える。また公的セク
ター、市場セクターのみに依存した福祉供給では
なく、民問セクターも交えた3つのバランスのい
い福祉サービスを目ざしているようにみえるr．こ
のような最適な福祉ミックスを現実のものにでき
るのか、またそれを実現するにはどのような課題
をクリアすればいいのか、検討が迫られている、
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2．研究目的
　本論文の目的は中国における高齢者生活支援の
実態を解明するとともに、その課題を明らかにし、
日本の実践を参考にしながら中国の実情に合う高
齢者生活支援システムについて検討を行うことで
ある，
3．研究方法
　本論文では中国の高齢者生活支援の全体像を明
らかにするため、現行施策に至るまでのプロセス
をレビューし、その必然性を明らかにする（第1章、
第2章）。次に社区サービスと施設サービスに対す
る現地調査を通して、高齢者生活支援の実態を解
明する（第3章、第4章）。また在宅高齢者に対する
アンケート調査を通して高齢者の生活状況と老後
生活の意識を明らかにする（第5章）．
　最後にこれらの結果に基づき、日本の経験を参
考にしながら高齢者生活支援システムの構築につ
いて検討を行う。
　ただし、中国の都市部と農村部では社会施策全
般において制度設計が異なり、現段階では高齢者
問題について都市部と農村部のそれぞれの状況に
応じて検討を行う必要があると考える。本論文で
行った実態調査は都市部に居住する高齢者を中心
に行ったものである。
4．論文の目次構成
序　章
第1章　高齢者支援施策の歴史的変遷一時間軸
　　　から見た日本と中国
第2章　中国における高齢者支援施策の現状
第3章　A市における社区サービスの実態調査
　1、高齢者に対する社区居民委員会が提供す
　　　るサービスの実態調査
　2，高齢者に対する社区ボランティアの活動
　　実態
　3．社区サービスの課題
第4章　高齢者入所施設の利用者生活実態調査
第5章　中国における高齢者の生活状況と意識
　　　　に関する調査
終　章　日本の高齢者生活支援における経験と
　　　　中国への示唆
5．各章の概要
　序章では本論文の研究背景、目的、方法を記述し、
関連用語について定義を行った．そして日本の経
験を参照するにあたり、中国の高齢者問題の特徴
と日本との相違点について論述した。
　第1章では日本と中国の社会保障・社会福祉の
整備プロセスについて、時間差を考慮に入れなが
ら比較し、中国の高齢者施策の形成プロセス及び
その問題点を明らかにし、施策に与える影響を考
察した．
　日本と中国は政治的、社会的、経済的、文化的、
歴史的等諸要因から高齢者に対する制度施策が異
なることは言うまでもない。しかし、一方で同じ
くアジアに位置する近隣国として、高齢者扶養に
対する社会的価値観には共通点が多く見られる，
特に近代以前は老親扶養を子どもの責任としてと
らえる儒教の考え方が根付いており、高齢者支援
施策の形成に多大な影響を与えている。国によっ
てそのプロセスは異なるが、高齢者に対する社会
保障・社会福祉の歴史を見ると恩恵・慈恵の時代
から、法律を根拠に権利を保障する時代を経て、
基本法によって保障される段階を踏んできた。日
本では戦前の恩恵・慈恵の時代から、戦後社会保
障立法による法律的権利の保障に発展し、2000年
の介護保険法では契約による権利の保障が実現さ
れ、社会保障・社会福祉分野に新たな発展方向を
提示した，中国では高齢者福祉分野において政治
主導による施策の実施が多いため、関係法律・制
度の整備が遅れており、発展途上国にありがちな
経済成長を強調するあまり、その背景に潜んでい
た貧富の格差、保障レベルの偏り等様々な問題点
を容認してきた，
　中華人民共和国が成立してから高齢者福祉の対
象の変化を追うと図1のとおりである．
　日本の高齢者福祉の整備は憲法をはじめ、老人
福祉法、介護保険法等法律のバックアップがあり、
法に基づき、公的責任が規定され、高齢者生活支
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援が進められてきた。そして高齢者の生活支援の
根本となる「生存権」とは何か、を常に確認しな
がら社会福祉供給システムが構築されてきた。一
方で、中国の高齢者生活支援の変遷を辿ると法律
ではなく、政府の政策によって高齢者施策が推進
されてきている。「社会福祉の社会化」のもとで、
すべての国民に対し「国と社会」は福祉サービス
を提供していくプランを提示しているが、基本的
には住民個々人の自己責任に基づき、住民が自ら
の福祉を実現する施策方針である。しかし、この
ような国と社会の共同責任体制で、高齢者の福祉
ニーズを満足させることができるか、これからの
実践の中で検証する必要がある。
　第2章では現行高齢者施策導入の必然性を整理
し、在宅サービスと施設サービスを含めた高齢者
施策の概要についてレビューを行った。
　中国では高齢者の養老方式について「居宅を基
本に社区サービスを中心にし、社会福祉施設を補
充とする」発展方向を明確に提示した。このよう
に社区サービスは高齢者福祉において重要な役割
が期待されている一社区サービスが注目され始め
たのは、単位制の解体と深く関係している。路が
「社会の全てが単位組織という形態によって運営せ
ざるを得ない仕組み（路　1989：73）」と単位制を
定義したように、社会主義計画経済体制下では単
位制によって社会全体が構成されており、人々に
とって単位は就労の場でもあり、生活の基盤でも
あった。しかし、単位制が解体後、社会管理、単
位福祉の担い手を模索する必要性に迫られ、また
単位に依存していた人々には単位に代わる「居場
所」が必要だった。このような背景のもとで、社
区居民委員会が担い手として期待されるようにな
り、それがのちに社区サービスの展開につながっ
ていった。
　社区居民委員会の社区の管理組織としての自治
組織であり、行政と従属関係ではないとされるが、
業務の指導を受けている。社区居民委員会は行政
の下請け組織なのか、行政と住民の中間組織なの
か、それとも住民自治組織なのか、その位置づけ
は非常に暖昧なものになっている，住民自治組織
として位置づけられている社区居民委員会が今後
どういう形で「サービスの重荷」を担っていくか、
試行錯誤の中で答えを導くしかないと思われる。
　中国では高齢者入所施設の発展を施策上では後
押ししているが、高齢者入所施設を規制する関連
法律、法規等は整っておらず、費用徴収、人員配置、
危機管理等従う基準がない一そのため各高齢者入
所施設の位置づけが曖昧で、機能設定が明確にさ
れていない。施設入所費用が施設によって異なる
要因の一つに、国が統一の基準設定を行っていな
いことがあげられる一施設の多くは介護度に関係
なく画一’的なサービスを提供することが多い一ま
た、高齢者施設にはサービス人員の配置について
も統一の規定がなく、原則的、指導的なものしか
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存在しない。高齢者施設で高齢者がどのような環
境でどのように生活しているのか、なぜそのよう
な状況が発生したのか等実態を把握していない状
況である一
　第3章では第2章の内容を踏まえ、高齢者福祉
において中心的な役割を期待されている社区居民
委員会が実際住民向けに提供するサービスと、サー
ビスの不足を補うべく、補助的な役割を期待され
ている社区ボランティアの実態について明らかに
した。様々な生活問題を抱える高齢者を受け止め
る場として社区が高齢者福祉において実際に果た
している役割の解明を通して、問題点を明らかに
した，
　まず、社区居民委員会に対する調査結果から以
下のことが明らかになった。
　①社区サービスの優位性は（i）住民自治ならで
はのサービスの展開、（ii　）高齢者社会参加事業の
展開、（iii）住民との協働、以上3つの点に表れて
おり、住民自治組織である社区居民委員会が社区
サービスの供給主体となっているため、住民の様々
なニーズに柔軟に対応でき、行政と住民のかけ橋
にもなっていた。
　②社区サービスの限界として、（i）施設整備状
況による利用の格差、（ii）社区の多くの事業の一
つとしての高齢者生活支援サービス、（iii）高齢者
介護サービスの利用対象者の限定、（iv）ボランティ
アに過剰に頼る傾向、（v）単位制の影響によるサー
ビス利用時の格差、（vi）相談窓口の欠如、（vii）高齢
者サービスに対する社区居民委員会の主体性の欠
如があげられる，
　次に、高齢者に対する社区ボランティアの活動
実態から以下のことが明らかになった．
　①高くない参加者の比率、②ボランティアの高
齢化、③ボランティア活動参加への高いハードル、
④活動・組織方法の有効1生、⑤コミュニティ・ネッ
トワークの形成促進
　⑥公的サービスを充分に補える活動にはなって
いない。
　これらの結果から、まず社区サービスの全体像
が明らかになった（図2）。
　次に、支援対象別の社区サービスの課題、つまり、
（i）公的支援対象となる高齢者に対する生活支援、
（ii）一般高齢者に対する生活支援、（iii）低所得層の
高齢者に対する生活支援、が明らかになった。三
無老人等民政福祉の対象となる高齢者は国の支援
事業により、比較的安定的な生活を営んでいるが、
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図2　社区サービスの実態図
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サービスの基準が低く、「尊厳のある老後生活」に
は少し距離があるように考えられる、一般高齢者
は社区サービスの利用、サービスの購入等によっ
て、老後の安定的な生活が可能であるが、一方で
購入できるサービスに制限があり、第三次産業と
して発展している営利サービスでは安心して利用
できない部分もある。低所得高齢者層は、この中
で利用可能な資源が一番乏しい階層であり、一層
の支援の拡大が期待される。
　これらを踏まえ、課題として公的サービスの不
足、家族の介護力に応じた支援の欠如、社区と施
設の連携の問題が浮き彫りになった，
　第4章では施設に入所した高齢者の生活実態を
中心に行った調査をもとに、入所施設の高齢者が
抱えている生活問題を明らかにした。調査は2つ
の部分で構成され、まず調査の協力を得た3つの
施設に入居している利用者の基本属性や入居期間
等データ、関連記録及び資料、管理職に対するイ
ンタビューを通して、入所施設の利用者像を明ら
かにしたfi次に本調査への協力を得た利用者53名
を対象に半構造的面接を行い、入所要因を含む入
所プロセス及び入所生活の実態を明らかにしたr
　第一段階の調査では工高齢者入所施設による利
用者選別、②サービス対象の混迷化、◎・あまり長
くない入所期間、④「安い」入所費用と施設の有
効利用率という結果が得られており、第二段階の
調査では【問題の顕在化】、【物質的基盤】、【入所
への抵抗感】、【受容と相互理解】、【落ち着いた日
常】、【心地が違う入所生活】、【将来への不安】の
7つのカテゴリーを抽出し、高齢者の入所プロセ
スと入所生活の受容過程を明らかにした。
　入所段階で「自立度が高い高齢者」を優先的に
入所させていることから、介護度の高い高齢者は
入所施設から排除される傾向にあり、高齢者入所
施設は介護度の高い高齢者の老後生活の受け皿に
なっていないことが分かった。高齢者入所施設は
高齢者入所施設としての機能を明確にし、所得支
援を行うことによって誰でも福祉ニーズがあれば
利用できる施設にして行くことが課題である．入
所施設の利用者として受け入れを拒んでいる介護
度の高い高齢者の支援については施設側が積極的
に受け入れる体制を整えることが必要である，介
護度の高い高齢者を受け入れる体制を整え、家族
の介護力に応じて、様々な側面での支援体制を整
えることが急務である．
　第5章では利用者サイドに視点をおき、高齢者
の生活状況と老後の生活に対する意識を明らかに
し、その結果と現行高齢者施策を照らし合わせる
ことによって、第3章及び第4章とは異なる高齢
者の視点から施策の課題を考察した。
　高齢者生活支援施策が国民のニーズを充足させ
るためには、国民の老後の価値観に準じた枠組み
設計が必要である。そのためには現在の高齢者の
老後の過ごし方に関する一般的な価値観を理解す
る必要があり、また変化していく価値観に対応し
なければならない。本章ではこれらを踏まえ、ア
ンケート調査を通して高齢者の生活状況と、老後
の生活に対する意識を解明した。
　調査結果に基づき、以下のことが導き出され、
（1）低所得高齢者の制限された生活、（2）医療
保健サービスのニーズ、（3）地域住民間の安定し
たネットワーク、（4）顕在化されていない介護ニー
ズ、（5）社区サービスへの理解の欠如、（6）変
化していく養老観、これらに対する今後の取り組
みを検討した。
　今後高齢者たちに現在の高齢者施策の方針を広
く知ってもらい、適切なサービスを選択して利用
するように支援することが必要である。また　何
を利用するか（サービスの性質）、どのくらい利用
するか（サービスの量）、誰によるサービスを利用
するか（サービスの提供者）」を考えなければなら
なく、これらに関する決定権を誰が持つべきかを
決めなければならないと考える。
　終章では以上の内容を踏まえ、中国がこれから
取り組むべき6つの課題を日本の高齢者生活支援
における経験を参照しながら検討を行った。また、
中国における高齢者生活支援システムの構築につ
いて論述した．
　まず取り組むべき6つの課題は1．高齢者関係
立法の確立、2．低所得高齢者に対する支援の強化、
3，家族の介護力を視野に入れた介護サービスの
整備、4．高齢者福祉サービスの情報不足の解消、
5，社区・施設の連携、6．公的責任のあり方と
社区の位置づけ、である一
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　次に以上の結果を踏まえ、中国型の高齢者生活
支援システムの構築について検討を行った。まず、
法制度の整備は高齢者生活支援システムを構築す
る前提条件であると考える．次に、高齢者に対す
るサービス体系の整備を行うことである。具体的
には所得別階層を細分化し、経済的な側面から支
援する仕組みを形成することと、高齢者に対する
サービス体系を設定することである。施設と社区
の連携を図り、情報共有が出来るような仕組みを
作り、責任主体を明確にする。このように高齢者
に対するサービス体系の枠組みを設定し、地域の
状況に合わせて生活支援サービスを具体化してい
き、そのシステムとして表れているのが生活支援
システムである。施設と社区の連携を図りながら、
高齢者の生活に必要なサービスを充実していき、
地域全体で福祉サービス供給体制を形成し、高齢
者生活支援システムを構築していくべきである．
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